 １９７５年ごろから続く豊島の産業廃棄物の処理問題は今だに解決していない。事の始まりは、有害廃棄物を豊島で処理しようということからはじまった。県が島の住民の反対を押しきるような形でなかば強引に実行されたことだが、このことから豊島事件へとつながっていく。

 この事件での県と住民とのやりとりから、地域社会と密接なつながりがあるはずの地方自治の実際問題を考えてみたい。

 １９７５年（昭和５０年）１２月、豊島に有害産業廃棄物 処理場を建設することが計画される

 住民は、翌１９７６年（昭和５１年）から自治会を介して全面的な反対運動を展 開し署名・陳情などを繰り返した。しかし、「事業者の計画は島の環境を悪化させ島民の健康を損な う」という私たち住民の主張に対して、廃棄物処理業の許認可権を持つ香川県は「絶対多数の反対があ っても、個人の生存権（個人が廃棄物処理業を営んで生活する権利）は認めるべきだ」として、許可の 方針を貫いた。

 １９７６年９月 事業者が許可なく島に有害廃棄物を持ち込もうとしたため、行政処分をうける
 このことをうけて、香川県は事業者に対する許可を見送ることとしたため、事業者は 廃棄物処理業許可申請内容を有害物から無害物へと変更した。

 １９７７年２月 香川県知事は正式に事業者に廃棄物の処理業を許可する考えを示す

 １９７６年６月 住民は高松地方裁判所へ建設差し止め訴訟（原告５８４人［世帯］）を提起

 激しくなる反対運動に業を煮やした事業者は、産業廃棄物処理場に反対する住民に対して暴行傷 害事件を起こし逮捕され、再度処理場計画を「ミミズ養殖による限定無害産業廃棄物（無害の食品 汚泥・製紙汚泥、木屑、家畜糞）の中間処理」へと変更

 １９７８年（昭和５３年）２月、香川県は事業者の暴行傷害事件と建設差し止め訴訟、この２つ の裁判の結果を待たずに事業者に対するミミズ養殖の許可を与える
 １９８８年（昭和６３年）５月２７日、海上保安庁姫路海上保安署が廃棄物処理法違反容疑で事業者を検挙、同年１１月１６日には有罪判決が下された

 １９９０年（平成２年）１１月１６日、兵庫県警が廃棄物処理法違反容疑で再び事業者を

摘発、前代未聞の事件として全国はもとより海外でも大々的に報道され、日本でも最大級の不法投棄事件である「豊島事件」が明るみに出ることとなった
 同年１２月２８日、香川県は事業者に対して生活環境の保全の必要性から産業廃棄物の撤去と飛散防止の措置を命令
１９９３年（平成５年）１１月１１日 公害調停申請(時効4日前)
                          参考 http://www.asahi-net.or.jp/~TQ9R-SRI/
 以上のことが豊島事件の主な概要である。そして現在は豊島に投棄された廃棄物を直島で処理しようという計画がでている。


 この事件で問題にしたいのが、県の態度だ。県は、事業者が廃棄物処理法違反で摘発されたにもかかわらず、その後も「事業者が行っていたのは有価金属の回収であって、廃棄物の不法処分ではない」と主張していた。その主張も国会議員団の視察調査などと共に、多方面からの批判が相次いだため、摘発から３４日後にようやく「有価物ではなく産業廃棄物である」と、見解を改めたのである。
 このことは責任逃れとしかとれない。住民に身体の不調が増加したのは事実である。投棄されたものが有価物であろうとなかろうと、それが有害であったことは調査すれば容易に分かることである。

 ごみは必然的にでるものであるから処理場が必要なことは理解できる。しかし、それにあたって“安全”を確保することが最優先であるはずだ。ごみの投棄がされ始めてすぐに住民の身体の不調の訴えがあったのにもかかわらず、すぐに調査にのりださなかったことに、なにか県としての事情があったのだろうか。住民の健康より優先させるほど重要なことがあるとは思えない。


豊島の問題がここまで大きくなるまで県が対処できなかった理由はなんだろうか。このことを県民の上にたつ、知事や議会の側から考える。
 まず、廃棄物処理施設の必要性だが、これは言うまでもなくどこかにはなくてはならない。
豊島が選ばれた理由は、高度成長期真っ直中の１９６０年代後半、島の西端、国立公園普通地域から第２種特別島地域にかけて建設資材・産業資材 として山が切り崩されたその跡地利用するということと、おそらく人口のことなども理由の１つに入るだろう。
 選択方法としてはけして間違っているとはいえない。問題とするのはその後のことで、島の住民の理解を得ているかどうか、ということと、安全は保証されているかということだ。

 この２つの点において県がとった行動は、業者の生活の確保を理由に住民を納得させることだった。この行動に、県の側のせっぱ詰まった状況が読み取れる。そんなことでしか納得させられなかったのは、安全性を確保できなかったことにあるとおもわれる。いくら説得したところで、有害廃棄物と聞けば誰しも安心はできない。

 しかし、県としては、県民全体の暮らしを考えねばならず、行き場のないゴミは必ずどこかで処理しなければならない。だから、どこかの人に我慢してもらうのも致し方ないとみれば、それまでである。

 次に、事件発覚の時点での県の対応についてだが、この辺も多少憶測となってしまう。私の考えでは、県が簡単に責任を認めなかったのは、やはり認めることで非難を浴びることを逃れようとしたためだろう。認めてしまえば、県のやり方は間違っていたことになり、知事などの地位も失うことになる。しかも、非難されることで、これからの政策も思うようにはいかなくなるだろう。特にごみ処理に関しては、まわりの目がきびしくなり、理解を得ることがより難しいものとなり、再び廃棄物の行き場がなくなる。そんなことで責任逃れを図ったのだろうが、結果的には裏目にでてしまったと言える。
 
 どこで産廃を処理するにしても、この問題の本当の解決のためには、県がその責任を認め謝罪することが大前提です。そうでなければ、また同じ過ちを繰り返すことに。県が直島島民に配ったチラシには「県が責任をもって対応」ということばがありましたが、今のままの県の姿勢では県民の信頼は得られないでしょう。
                        http://member.nifty.ne.jp/satokonews/No23teshima.html より

 上の言葉は香川県議員渡辺さと子さんのホームページからのものです。この問題について真剣に取り組む人が議会にいるだけで何かが違う。今は議会でとりあってくれなくても、いつか必ずこの問題と向き合わなければならない。その日が１日でもはやく訪れるように努力している人が議会にいたのだ。

 豊島の産廃を直島へとたらい回しにするのではなく、豊島のことを教訓として前向きに取り組んでいくことが必要だ。

